
日本政策総研 みやわき経済3分レポート（No.75）(2025.10.06)
≪日本経済動向≫

日本経済生産活動鈍化傾向

日本の生産活動が徐々に鈍化している。現状での景況

は、トランプ関税の基本的合意によって従来の不透明感

は低下しているものの、実体経済面ではサプライチェー

ンの見直し等課題も多く、経済全体の動きが鈍化してい

る。とくに、建設関係の先行指標のひとつである建設用

金属製品の生産活動が2025年に入り、鈍化傾向を強

めている。不動産関係の活動は堅調な一方、建設関係の

活動は鈍化傾向を強めている。 (資料:経済産業省)
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帝国データバンク「価格改定動向調査」

帝国データバンク「価格改定動向調査」によると、食料

品関係の2025年10月値上げ品目数は2989品目に達

しており、4月の4225品目に続く多さとなっている。酒

類・飲料が圧倒的に多いほか、加工食品も続く結果であ

り、家計負担への影響が課題となる。価格改定の要因と

しては、原材料価格の上昇が大きく、続いて物流費等の

値上がりが大きい。人件費要因は、全体の54%で徐々

に拡大している。(資料:帝国データバンク)

帝国データバンク「全国企業倒産集計」

帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、前年

に比べて企業倒産が緩やかに増加する傾向を強めてい

る。 件数ではサービス業が最も多かったものの、過去10

年間で最多あるいは最多に並ぶ水準に増加してきた業

種として「建設業」と「運輸・通信業」が挙げられる。地域

では、北陸・富山の増加が目立ったほか、物価高倒産が

人手不足倒産を上回る動向にある。トランプ関連倒産も

増加傾向にある。(資料:帝国データバンク)
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鉱工業生産指数動向(2020年=100)

鉱工業 建設用金属製品
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